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明
国立市公共施設等のあり方に関する研究報告書

序章研究の経緯と目的

本研究は、国立市からの依頼により、岡市の公共施設等のあり方に関する研究を行った

ものである。

周知の通り、わが国の公共施設は 1960年代の東京五輪期、 1970年代の高度成長期から

集中的に整備された。これらの公共施設が現在 4-50年経過し、今後いっせいに老朽化し

はじめる。

老朽化した公共施設は物理的に弱くなり、柱や壁が破損し、利用者の生命や財産を危険

にさらす。東日本大震災では、震源地から遠く離れ、震度 7もしくは津波被害がなかった

東京九段会館のホール天井が崩落し 2名の方が亡くなり 、神奈川県藤沢市庁舎本館が全壊

扱いとされ使用不能に陥るなど、深刻な被害例が報告されている。地震がなくても老朽化

は確実に到来し日々危険は高まっていく。老朽化という確実に到来する『緩やかな震~J

に対処するのは、行政の最重要の義務である。

前述の東京九段会館の事故では、管理者が業務上過失致死で訴えられた。今や、老朽化

した公共施設を放置するこ とは「罪Jに関われる時代なのである。

一方では、 2000年代に入り、公共投資に使える財源は縮小の一途をたどってきた。増大

する社会福祉費用に財源を奪われたためである。国と地方の公共投資はピーク時の半分に

減っている。今や、日本は、全国で「増大する需要を減少する予算でまかなう」というジ

レンマに陥っているのである。2010年内閣府 PFI推進委員会で発表された試算では、現

在ある公共施設 ・インフラをそのままの規模で維持するためには、公共投資予算を今後 50

年間、 3-4害IJ増加させる必要がある とされている。 現状でも先進国中最悪の負債依存度の

わが国の財政では、到底こうした財政負担には耐えられない。

まさに、このまま老朽化を放置すれば I物理的崩壊j か 「財政破たん」かの衝撃に見舞

われるのである。

もちろん、国立市だけがこの衝撃から逃れられるものではない。市は、こうした状況を

認識し、将来の市民の安全安心を確保するために、まず、実態を把握すべく公共施設白書

を作成し公表するとともに、公共施設の今後のあり方の検討に着手した。

公共施設の見直しは、次世代住民のためには必要不可欠であるとしても、現世代住民の

理解を得ることが難しい厳しい課題である。

わたしたち東洋大学 PPP研究センターは、この分野の研究を先駆的に行ってきた。今回、

困難なテーマに逃げる ことなく取り組もうとしている国立市の姿勢に心から共感するとも

に、専門の学術研究機関としてお手伝いをすることにした。

本報告書はその研究の成果である。具体的には、以下の通り構成されている。

第 1章では、公共施設の老朽化状況、更新投資負担及び公共投資予算の確保可能性に関

し、将来の更新投資が確保されるか不足するか、不足する場合はどの程度なのかを推計し

た。推計には、現在標準的なソフトとして用いられている財団法人自治総合センター(総

務省の外郭団体)の将来更新費用計算ソフトを、本センターにおいて、国立市の現状に合

わせて改変した版を用いた。この結果、国立市では、現在の公共施設を現状通り維持する

だけでも大幅に予算が不足すること、聖域なくすべての施設を検討の対象にすべきである

I 
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ことを明らかにした。

第 2章では、今後どのような種類、規模の公共施設を維持していくべきかの検討を行う

ために、人口等各種データや不動産会社や住民からのヒアリングを行った。その結果、国

立の魅力は、居住、教育環境への高い評価であり、公共施設の多寡や充実度が魅力の源泉

となっているわけではないこと、できるだけ機能を維持しつつ公共施設規模自体は削減す

ることが必要であることを明らかにした。

第 3章では、本センターが、「できるだけ機能を維持しつつできるだけ負担を引き下げる」

方法として一般的に推奨している 3階層マネジメント法を用いて、市の施設の再編を検討

した。検討にあたっては、前述ソフトを用いて感度分析を行うことにより、長寿命化、公

共施設の多機能化、公民連携 (PPP)の活用等複数の選択肢を提示した。さらに、これら

の方法を総合的に組み合わせれば、ある程度の効果が得られることを確認した。

第4章では、第3章の選択肢を検討し合意を形成し、実現していくための庁内組織、市

民合意形成方法等を検討した。また、効果が高いと推計された公民連携 (PPP)を活用す

る方法に関しては、具体的に複数の方法を提案した。

本報告書は、今後の長い道筋の端緒にすぎない。市におかれては、速やかに次のステッ

プをはじめていただくことを心から期待するものである。

2 

2012年 10月

東洋大学 PPP研究センター

センター長 根本祐二
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国立市の公共施設更新投資に関する評価第 1章

国立市の歴史と公共施設整備に与える影響

国立市は、 1889年、旧谷保村、青柳村、石田村飛地が合併した谷保村に淵源を有する。当時は、

谷保天満宮周辺の南部地域に、武蔵野台地の豊富な湧水を利用して集落が形成されていった。市

の南部地域が先行して発展したのである。

一方、市の北部地域は、 1926年、箱根土地株式会社(現・プリンスホテル)が、 体に広がる

雑木林の土地を取得し学園都市開発に着手した時点、から発展を始める。翌27年には、東京神田よ

り東京商科大学(現・ 一橋大学)を誘致し、これに合わせて、区画の大きな宅地を分譲した。

らに、通勤、通学の拠点としての鉄道駅である国立駅を建設し国(国鉄)に譲渡した。

現在の国立市の都市基盤はこの段階で形成されたと言って良い。

その後、 1951年の町制施行により国立町、 1965年の市制施行により国立市となり、市全域の

開発が進み、高度成長期には人口が大きく噌加した。

小中学校を筆頭に現存する公共施設の多くが、 1960-70年代の市制施行前後に集中的に建設さ

れたこと、北部地域は箱根土地株式会社という民間企業により開発されていたことの 2点は、公

共施設の以下の三つの大きな特徴につながっている。

第 lに、公共施設の絶対量の肥大化が起きなかった点である。

特に、北部地域では、民間デベロッパーが形成した美しい町並みを、移り住んだ住民が守ると

いう 「民による公共」が実現しており、他地域に見られるようなハコもの依存型になっていない。

これは大きな特徴であるとともに、公共施設マネジメントを進める上では大きな利点、である。

第 2に、公共投資の時期が集中して

いる点である。

このため施設の老朽化が著

しく、さらに、近年、新規施設

を建設していないため、施設更

新のための財源が非常に乏し

いことにつながっている(図表

さ
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これは大きな欠点である。

第3に、歴史的に古い南部地

域と、 1960年代以降住宅地と

して発展した北部地域との間

で大きな違いが生じている点

である。

以下各章各節では、かかる特徴を踏まえた検討を行った。

3 

【資料編】　　227



国立市公共施殴等のあり方に関する研究報告書E 
国立市の公共施設更新投資の評価1-2 

公共施設の規模に関する評価

人口 人あたり公共施設延床面積 (人口 70-80干人)

78，000 80可000

人口(人)

76，000 74，000 72.000 70，000 
0.00 
68，000 

本節では、まず、国立市の

公共施設に関連する客観的

指標を算出し評価した。

第 1に、公共施設規模を

評価した。

まず、「人口一人あたり公

共施設延床面積Jを算出し

た。これは、『公共施設延床

面積合計÷人口」で算出さ

れる公共施設の規模に関わ

る標準的な指標である。本

指標は人口規模に影響を受

けるた め、 全国の 人 口

70-80千人の31市町の平均

1-2-1 

• • • • • 

図表 1-2
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図表 1-3可住地面積あたり公共施設延床面積(東京市部)
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値(単純平均)をとると 3.45

rr1となっている。これに対して、

国立市は 1.57rr1であり、

同一人口規模自治体の中

では非常に低い水準にあ

ることが明らかになった。 20 

(図表 1'2)

また、「可住地面積あた

り公共施設延床面積」を算

出した。これは、「公共施

設延床面積合計÷可住地

函積」で算出される指標で

ある。人口一人あたり公共

施設延床面積は、人口密度

によって左右されるので、人口密度の高い都市部ではこの数値を併用して評価する。東京市部の

場合は 15，3krr1が平均値である。

これに対して、国立市は約 15.0krr1であり、東京市部自治体の中では平均的な水準であると評

価された。(図表 1'3)
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1-2-2 公共施設の老朽化に関する評価

第2に、老朽化の状況を評価した。

これは、「老朽化施設割合」で評価

した。「老朽化施設割合Jとは、「建

築後 30年以上経過した建築物の延

床面積合計?公共施設延床面積合

計」で算出する。耐用年数をおおむ

ね50年だと仮定し、毎年同じ規模を

投資するとこの比率は 40%となる。

したがって、 40%を超えている場合

は、「老朽化している」と評価される。

老朽化の程度は40%とのかい離の大

きさによって判断される。

一般的には、東京市部は都市化の

図表 1-4 東京市部の老朽化率
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進行が早く老朽化が進んでいると言われている。公共施設マネジメント白書等により間数値を把

握できる東京市部の他の市の老朽化施設割合は 50~60%台がほとんどだが、その中で国立市は

80%を超えている。

以上より、老朽化に関しては 「非常に進んでいる」と評価した。(図表1-4)

1-2-3 公共施設の更新投資の予算確保可能性に関する評価

第3に、「予算確保可能性」を試算した。予算確保可能性は、将来の更新投資所要額と予算確保

可能額の比率であらわされる。公共施設規模が小さく将来の更新投資所要額が低くても、予算確

保可能額が低ければ不足は生じるため、この評価が必要となる。

まず、「予算確保可能額」を算出した。これは、「最近 5か年の普通建設事業費のうち公共施設

の新増築・更新に用いてきた額jである。今後の予算確保可能性は客観的に判断できず怒意が入

る可能性があるので、過去の実績を代理指標として客観性を確保する趣旨である。言い換えれば、

「現在程度の予算は確保する」ことを前提にしていると言える。「予算確保可能額Jは、今後継続

的に更新投資に確保できる予算であり、この趣旨に反して更新投資に使えない数字が入り込んで

いる場合が多いために、精査が必要である。

今回、個別に精査した結果、今後も必要となる維持補修費的な項目(例.外壁・内装改修、供

給設備改修等)が多く含まれていた。精査前の普通建設事業費(公共施設分)の 37.57億円 (7.38

億円/年)に対して、今後も継続的に支出が必要な分を控除した「予算確保可能額」は 26.30億

円 (5.26億円/年)であることが判明した。

最近5カ年の普通建設事業費の内訳、及び、継続的支出を控除した 「予算確保可能額J(5カ年

分)の詳細は、図表 1.5のとおりである。なお、小中学校の「屋内運動場大規模改造」について

は、維持補修的な改修と機能付加的な改修が混在していると考えられるため、普通建設事業費と

5 

【資料編】　　229



E 国立市公共施段等のあり方に関する研究報告書

して支出された金額の 50%を継続的支出として予算確保額から控除した。

図表 1-5 普通建設事業費(公共施訟分.H18-22)及び継続的支出を控除した「予算確保可能額J(1/2) 

年度 事聾唖 事重量 直亘童
H18 2006 E庁書 エレベータ故修 1.008 。
H18 2006 アスベスト 1.705 1. 705 
H18 2006 Pンブ敬修 3.947 。
H18 2∞B ファンコイルユニット改樺 1. 754 D 

H18 2006 11. 690 。
H18 2∞B lンター トイレEt修 619 。
H18 2006 す民プラザ 1.535 。
H18 2006 アスベスト対策改 1. 767 1. 767 
H18 2∞6 有| アスベスト虫』境改 3.267 3. 267 
H18 2∞6 草心地身蟻障防害虫センタ アスベス 2.556 2.556 
H18 2∞6 アスベス 4.186 4. 186 
H18 2∞E 乙ど !ンター アスベス 4. 690 4. 690 

H18 2∞6 Eカ、よL保育園 アスベス 、 .924 1. 924 
H18 2006 E健センター アスベス 、 。061 3.061 
H18 2006 I~費セン，- トラッウスケーJ 128 。
H18 2006 F直

同|身障国立学駅級舎新保銀
6.031 6.031 

H18 2∞6 第八小字1 .795 13.795 

H18 2∞6 ガ 2.5判 。
H18 2∞6 

補補強強等等故改修修
59.217 59.217 

H18 2006 123.999 123.999 
H18 2∞6 t-) 10.800 D 

H18 2006 |ガ 5.894 。
H18 2006 |アスベスト 5. 472 5.472 
H18 2006 5童セン ，- |アスベスト， 8. 936 8. 936 

H18 2∞6 |エ| .428 。
H18 2∞6 。511 。
H18 2∞6 |工 1. 426 。
H18 E∞6 仕j lトイレ改1 899 。
H18 2∞6 lアスベス 4. 948 4. 948 
H19 2007 1. 316 。
H19 2007 |ファンコイルユニット改修 2，687 。
H19 2007 E庁l 2.072 。
H19 
22∞007 7 1自動ド 932 。

H19 |自l 1. 810 。。
H19 2007 毘プラザ |事| 516 
H19 加 7J塑 tセンター 5.878 o 

キ補強
HH119 9 
2007 3， 655 。。
2∞7 11. 405 

H19 z∞7 |優佳セン聖一 屋 5.921 。
H19 2007 E境センター 廃プラ 71 636 77. 636 
H19 
2200007 7 

iセンター
2MM FEK修

2， 707 D 

H19 180. 305 180 .305 
H19 2007 目一小学 官官l 209. 240 209 240 

H19 
2200007 7 I屋屋内内運運動動:量アスベ ト 143，715 71. 858 

H19 79. 485 79. 485 
H19 2007 2. 555 。
H19 2007 校畳l ，457 。
H19 2007 1.969 。
H19 2007 'ツター改IJ 2，454 2，454 
H19 2007 防火シャツ 2.454 2.454 

H19 2∞7 アスベストJ 78. 395 78. 395 
H19 2∞7 防火シャ 7.525 7.525 
H19 2007 防止シャツヲー改修 7. 525 7， 525 

H19 2007 10，615 。
H19 2007 4.596 。
H19 2007 4.596 。
H19 2007 湯股備改修 2.057 。
H19 2007 f民: 5，154 。
H19 2007 t民館 |ヱl ，546 。
H19 2∞7 5宣センター 6.536 。
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図表 1-5 普通建設事業費 (公共施設分・ H18-22)及び継続的支出を控除した「予算確保可能額J(2/2) 

(単位干円)

年度 事業者 事業費 予算確保可能額

HH220 0 
2008 
久障害保者公会セ堂ン

|アスベス ，248 

2008 7ユニット車修 ，316 
2，248 。

H20 2008 1;ー |エレベ-~ 943 。
H20 2008 1;ー 14 ，789 。
H20 2008 |アスベス ，248 2.248 

H20 2008 なかよし保育園

I冷一い冷冷え暖暖暖ト房房房ン機機機ヴヤ・・・電電電ー一気気気ド陵陵設設情情繍置改改改修修修
3，064 

H20 2∞8 ，064 

H20 2008 
435e00614 3 

H20 2008 環境 ン;ー

。。
45，O10 3 

H20 2008 
色量級等改政修造

22，704 

H20 2008 32，887 
22， 704 。

H20 2008 112，873 112，873 

H20 2008 192，124 192，124 

H20 2008 E七1)、. 128，150 64，075 

H20 2008 官一小' |ノ 4，167 。
H20 唾書 3，541 

H20 58，991 

。。
限HfOO 
2008 5，230 

2008 .042 

H20 2008 アスベスト， 2， 564 

。
2I560 4 

H20 2008 画面1 4，332 。
H20 2008 陥自Eセン聖一 2，336 。
H20 2008 掴盟宮庄苗甚 ，232 。
H21 2∞9 ，648 。
H21 2009 ，648 。
H21 2009 Iな7 し保育園 702 1，702 

H21 2009 I矢J
嘩奮F 

6，796 

H21 2009 53 ，937 

。
53， 937 

H21 2009 胃附 ロIJ~ a~ ， 511 2，511 

H21 2009 ン世一 =で lト 768 

H21 2009 ，- 2，390 2!390 0 

H21 2009 |全小学校 上 戸ジリレ1 -校内L 76，176 76，176 

H21 2009 
l壷レ放等送改設修備・ 30，958 

H21 2009 173，868 
30， 958 
173， 868 

H21 2009 |竃宥11、堂梓 査1 34.390 

H21 2009 

襲i
156.656 

H21 2009 149，547 

H21 2009 1. 861 

H21 2009 224.921 

H21 2009 4，693 

781320 8 

74， 774 。
224， 921 。

H21 2009 給:!I:セン ，-ー 2. 193 。
H21 2009 E肉プール 48， I )82 

H22 2010 F書 |窓ガラス! 'イ 1.出2

。
卜一ー一一一一一 ー。

H22 2010 tろ |スプリンヲ 5，308 。
H22 2010 'ンヲー 1，645 。
H22 2010 1，.;トl 20，362 。
H22 2010 「舎 lパネル設置 18，525 18，525 

H22 2010 Eセンター lストツヴヤー ，371 。
2010 ン設置 4，934 。
2010 ¥J¥小学費 lン設置 4，934 。

H22 2010 169，443 84，722 

H22 2010 屋l 172，598 86， 299 

陪?2010 
'コン改修 ，275 

2010 第二中学校
模政修政造

155，319 

HH222 2 
2010 162，815 

2010 |第二中学校 142，461 

。
一一一 一

155，319 
81，408 
71.231 

言十 3，690，370 2， 623， 349 
(HlI 百十 66，205 7， 055 

合計 3，756，575 2， 630， 404 
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次に、更新投資計算ソフトを用いて将来の更新投資必要額を計算した。計算にあたっては、国

立市の実態に合わせて、大規模改修を実施することなく耐用年数まで利用可能とした。この点で、

大規模改修を織り込んでいる総務省版(自治総合センター版)ソフトとは前提が異なっており、

同ソフトでの試算よりも必要な更新投資額が低く(甘く)算出されることは注意しておく必要が

ある。

計算にあたっては、特に注記がない場合は現状の施設が建築年から起算して耐用年数を迎える

たびに同規模(同面積)で建て替えることを前提に している。これにより、怒意の入らない客観

的数値を得ることができる。

図表 1-6更新投資所要額計算ソフトの特性比較

項目 自治総合セン告ー版ソフト | 一一 一P…ントソフト l (国立市の実態に合わせて修正

対象施設等 |学校等の公共施設

試算年数 |試算年度から 50年度分

耐用年数

更新年数

大規模改修

特徴

築 30年以上の施設割合が多いため、大規模

改修は行わず、耐周年数到来時に建替え

現時点で耐周年数が到来している施設は、試

算開始年度に建替え

改修を行わずに耐用年数通り使うことを原則

とする。

(長寿命化(大規模改修)を前提とした耐用

年数を超える設定も可能。)

8 

学校、病院等の公共施設並びに道路、橋り ょ

う、上水道及び下水道のインフラ資産

試算の翌年度から 40年分

60年(公共施設)

考え方下記の通り大規模改修を行う ことで、

耐周年数を超える利用が可能と仮定する。

建設時より 30年後に大規模改修を行い、 60

年使用して建替え

現時点で、建設時より 31年以上、 60年経過

しているものは，今後 10年間で均等に大規模

改修(単価は建替単価の約60%相当)を行う

と仮定

現時点で建築時より 61年以上経過している

ものは、建替えの時期が近いので、大規模改

修は行わず、試算年度から 5年間で均等に更
新すると仮定

改修を行って耐用年数を上回って (60年)使

フ。

ただし、改修費用割合(対更新投資)ほど長

寿命化するわけではないので、結果的なLCC
(ライフサイクノレコスト)は割高になる。
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分析の結果は、図表 1-7のとおりとなった。

国立市の公共施設更新投資所要額及び過不足状況

算定期間 更新金額 更新金額/年 年間不足額 不足率

10年 19，806，811 1，980，681 1，454，600 73也

20年 31，976，167 1，598β08 1，072，728 67協

30年 40，713，139 1，357，105 831，024 61% 

40年 44，945，601 1，123，640 597，559 53百

50年 45，078，774 901，575 375，495 42弛
」

単位千円

図表 1-7

-更新経費

確保可能予算額
(5.26億円/年)

。
@ 

世
時

寸
@
世
N
昨

↑

E
世
N
昨

E時
一

写
笹
川
昨

I~，o(♂扇面7
8，000 

世
俳

.今後 50年平均では、更新投資所要額は年間 9.0億円となった。予算確保可能額 (5.26億円/

年)に対しては42唱不足している。これは、公共施設規模は大きくはないものの、予算確保可

能額が非常に少ないことに起因している。

・さらに、老朽化の影響を確認するために、更新時期が集中して到来する直近 10年を対象に試

算すると、予算確保可能額に対する不足率は 73唱とさらに増加する。これは、老朽化が非常に

進んでいるためと考えられる。

と評価した。以上より、予算確保可能性に関しては 「大幅に不足」

9 
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ト2-4 まとめと対応の方向性

以上より、国立市では、全体として負担を削減する必要があることに加えて、早期に集中的に

削減を進める必要があると評価した。次いで、どの分野が削減対象となりうるかを考察するため

に、施設の分野を固定した削減の感度分析を行った。

将来の更新投資所要額を計算したソフトを用いて、年間予算不足額をゼロとするための各施設

の平均規模削減率を逆算した。ここでは規模以外を変数とせず、負担圧縮は規模削減のみで達成

されると仮定した。この前提で、① Iすべての施設を同水準で削減する」、② 「学校は現状規模を

維持し、削減を学校以外で達成する」、③ 「学校以外の現状規模を維持し、削減を学校で達成する」

の3ケースを想定した。 3つの想定ケースは、図表 1-7のとおり、公共施設のうち 50%以上とも

っとも面積の広い 「学校」と 「それ以外の施設」を公平に考える場合と、いずれかを優先する場

合を単純に分類したものであり、削減の優先順に関して何らかの方針を前提としたものではない。

図表 1-7 国立市の公共施設の建物面積割合内訳

11 

結果は以下の通りとなった。

口市民文化施設

・社会教育施設

ロスポーツ・レヴリエーション施鏡

口学校教育系施設

・子育て支媛施設

ロ保健福祉施設

・行政系施設

ロ公園

・供給処理施設

・その他

① 「すべての施設を同水準で削減する」ケースでは、前述の不足率のとおり、 42唱(当初 10年

聞では73略)の削減が必要となる。

②「学校は現状規模を維持し、削減を学校以外で達成するJケースの所要削減率は亙笠(10

年平灼 ム688%)となる。10年間では不足をゼロにすることができないことを意味する。

③ 「学校以外の現状規模を維持し、削減を学校で達成する」ケースの所要削減率は但笠(10

主主立~盟となる。

10 
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この分析から、何らかの施設を削減不可として別扱いすることは、それ以外の施設の削減を実

現不可能なレベルにまで追い込むことになることが分かる。言い換えると、今後の検討に当たっ

ては、聖域を設けることなくすべての種類の施設の規模を、できるだけ削減する必要があると考

えられる。

以下、「できるだけ現在の機能を維持しながら不足を解消する方策jを具体的に検討する。第2

章では、その前提として国立市の社会的な環境を客観的に評価する。

1-3 インフラの位置づけ

序章で述べた「物理的崩壊jか 「財政破たん」かの衝撃の問題は、当然に、公共施設以外の道

路、橋りょう、上水道、下水道、公園等のインフラについても生じる。

国立市の公共施設白書では、公共施設とは異なり、建築年別データではなく総量データで把握

する簡便法を用いている。正確な分析には年次別データが必要なので、本研究では、公共施設の

みを検討対象とした。

一般的に大きな負担となる上水道事業が市の資産ではないこと、市民の生命にもっとも密接に

関係する橋りょうは管理延長 190mでありさほど大きくないこと、道路は建設時から相当年数経

過していても、十分とは言えないが毎年一定程度は舗装打ち換えを行っていること、下水道の投

資は学校等より少し遅れて行われていること等を考えると、インフラの実態把握および対策は次

のステップに位置づけることもやむを得ない。

しかし、総額で今後 40年間で年間 734百万円と計算される更新投資所要額は、直近の投資予

算 398百万円を大幅に上回るものであり、公共投資予算同様に大幅に不足することが予見されて

いる。今後、速やかな実態把握と検討が必要であり、その際の留意事項を参考として以下に示す

こととする。

(参考)インフラマネジメントの留意事項

(1)公共施設と異なり 3階層マネジメント(多機能化、広域化、ソフト化)が使えない。

(2 )長寿命化は必要であるが、現在の長寿命化技術では投資負担総額は削減されない(公共施

設も同様である)。

(3 )インフラの総量を減らすコンパクト化は有力な手段であるが、道路・橋りょうの休廃止は

住民にとっての利便性の低下に直結する。

(4 )現在もっとも有効と考えられているのが包括マネジメント1である。

1 現在の事後保全を予防保全に切り替え、ライフサイクノレコストを最小化する方法である。例えば、道路に穴
が空いてからそれを埋めるという対応ではなく、道路に穴が空かないようにすべての道路を日常的に管理する方
法に変える。これによって、監視 ・保全費用だけでなく、補修・更新費用も減らせる。先駆的に橋りょうマネジ
メントを進めている青森県では、包括マネジメントによって従来法の半分に削減できると報告している。北海道
清里町、大空町では町内の全道路・橋りょう・河川施設を指定管理者制度によって、地元民間企業に委託してい
る。民間は長期契約 (3年 5年)の中で、もっ左も効率的な方法を考える仕組みになっている。日常的に管理
する必要があるため、地元企業の機動力を生かすことができる。国立市においても、インフラ(公共施設の保全
も同様)を包括的に民間にアウトソースする方法を検討することを推奨する。

11 
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国立市の社会分析第2章

国立市の人口動態

第2章では、今後どのような種類、規模の公共施設を維持していくべきかの検討材料として、

国立市の社会的な評価を行った。本節では、まず、国立市のおかれた社会環境を、東洋大学ppp

研究センターが開発した標準分析手法にもとづいて評価した。

2-1 

まず、年代毎の社会移動の傾向を見るため、人口コーホート分析を行った。人口コーホート分

析は、国勢調査の5才年代別人口を5年

前の5才下の人口を差し引くことによっ

て、その5年間に何才世代の人口がどの

程度僧減したかを見る方法である。 70才

未満では自然減(死亡)は人口比でさほ

ど多くないため、事実上社会増減を見る

ための方法である。

これによって、以下のことが明らかに

なった。(図表2・1)

15-19才及び20-24才の高校生、大

学生世代で大き く増加している

大学卒業後の就職期である 25-29才

世代は大きく減少している

30才代、 40才代の子育て世代では、 H12年から H17年にかけては減少していたが、 H17年

から H22年にかけては増加している。

5-9才、 10-14才の子ども世代は、 H12年から H17年にかけては小幅の減少であったが、

H17年からH22年にかけて小幅の増加に転じていることが明らかになった。

この背景には、以下の点があるものと推測される。

(1)競争力の高い高校、大学が存在し学生

を吸引している。

(2)大学卒業後は雇用機会を求めて市外

へ流出する。一方、近年の 30才代、

40才代の子育て世代の減少幅の縮

小も しくは増加は、高校生、大学生

期に居住していた層のUターンとは

考えがたく、居住環境 ・教育環境の

良さを評価した新しい流入層の存在

のためと推測される。

人口コーホート分析2-1-1 

人口コーホート分析 (H12-H17→H22.市全械)
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(3)最近5年の 5-9才、 10-14才の子ども世代は、流入が増加した子育て世代の家族であると

考えられる。市立小中学校の生徒が増加しているわけではないので、私立通学の割合が増

これらの傾向が典型的に表われている地域が東地区であ

同地区に一橋大学等教育機関の存在、また、保護者からの人気の高

(図表 2-2参照)

えていると思われる。

同じ分析を町丁目別に行ったところ、

ることが判明した。 これは、

し、小中学校区にあることに起因しているものと考えられる。

人口コーホート分析(国立市北部(南武線以北)) 

国立市北部(東・中・西・北・富士見)の人口コーホート分析

(H17ー州22)

図表2-3他地区の動きは図表 2-3

及び 2-4のとおりである。
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人口コーホー卜分析(国立市南部(南武線以南)) 

国立市南部(谷保・青柳・泉・矢)11)の人口コーホート分析

(H17-州 22)

図表2-4
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